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 家庭ごみの不適正排出対策の方向性について（案） 

 
 さらなるごみの減量・資源化及び適正処理を進めていくためには、市民・事業者・

行政が適切に役割を分担し、協働して取り組んでいく必要がある。 

 しかし、一部のごみ集積所においては基本的な排出ルールが守られていない現状

があることから、排出ルールの遵守をはじめとする排出者の役割・責任を徹底し、

公平性の高い対応を進めていくため、以下の項目についての取組を検討する。 

 なお、検討にあたっては、排出状況の悪い家庭ごみ集積所の調査結果、排出ルー

ルが守られない要因や市民の属性などを勘案するものとする。 

 

 

＜主な検討項目（案）＞ 

 

１．未然防止対策の強化 

（１）基本的な排出ルールの周知の徹底 

① 不動産管理業者等との連携による周知 

② 自治会、じゅんかんパートナー、ごみ減量化・資源化協力店等との 

連携による周知 

（２）ごみ集積所管理の強化 

① 集合住宅におけるごみ集積所の敷地内への設置の義務化の検討 

② 集合住宅の所有者等（管理者を含む）の役割の明確化と連携の強化 

 

２．ルール違反ごみへの対応の厳格化 

（１）ごみの取り残し（収集しない）の徹底 

（２）ルール違反を繰り返す排出者への指導・罰則制度の導入の検討 

 

 

  

資料２ 
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１．未然防止対策の強化 

 

（１）基本的な排出ルールの周知の徹底 

 

不適正排出対策を進める前提として、市民に対する基本的な排出ルールについ

ての周知を徹底することが最も重要であり、対策を進める上での基礎となる。 

これまでも、様々な広報媒体等を用いて周知活動を進めているが、これらの 

取組の充実に加え、本市の地域特性等を踏まえて、 

○市外からの転入者（排出ルールは市町村よって異なるため） 

○市からの情報が周知しにくい自治会未加入者、単身世帯、外国人等 

への周知については、関係者との協力を含めた周知方法の工夫が必要である。 

 

① 不動産管理業者等との連携による周知 

本市は、人口の転出入が多く、市外からの転入世帯が多いこと、全世帯の約

３分の２が集合住宅に居住しているという地域特性がある。 

また、排出状況の悪い家庭ごみ集積所の調査結果によると、賃貸の集合住宅

で利用するごみ集積所での排出ルール違反が多い傾向にあり、賃貸住宅には自

治会に加入していない世帯（単身者、外国人を含む）が多く居住していること

が考えられることなどから、不動産の仲介や管理を行う業者との連携を強化し

ていく。 

例）不動産の賃貸借契約時や入居時における説明・周知 

管理物件の共用スペースやごみ集積所への掲示、入居者への指導 など 

 

② 自治会、じゅんかんパートナー、ごみ減量化・資源化協力店等との 

連携による周知 

ごみの集積所に係る問題は地域の生活環境にも影響を与えるものであるこ

とから、地域コミュニティの中核を担う自治会や、市と市民との架け橋として

の役割を担うじゅんかんパートナーと協力して、広く市民を対象にした排出 

ルールの周知を今後も継続して行う。 

例）自治会への出前説明会、周知チラシ等の回覧・配布  など 

 

また、市民が日常生活で利用する小売店等における周知啓発は効果が期待で

きると考えられることから、ごみ減量化・資源化協力店制度を活用して、   

小売店等における周知・啓発活動を推進する。 

例）指定ごみ袋を販売する店舗での広報 など 
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 市からの情報が伝わりにくい外国人への対応については、外国語版のリーフ

レットなどを作成・配布するとともに、外国人コミュニティの関連団体の  

協力を得て、ごみ排出ルールの周知を強化する。 

例）リーフレット、指定ごみ袋、ごみ集積所等の表示の多言語化  など 

 

 

＜参考＞ 

 

札幌市 ～共同住宅ごみ排出マナー改善対策連絡協議会など～ 

 

 札幌市では共同住宅のごみ排出マナーの改善に向けた実効性のある対策を協議す

るため、不動産関係団体やアパート・マンションの管理会社等で構成される連絡協

議会を設け、協議会の会員等を通じて入居時に入居者への周知などが行われている。 

 また、ごみステーションの設置及び清潔保持等に関する要綱において、あっせん・

仲介業者が入居時にごみ排出マナーを周知すること、共同住宅のオーナー・管理会

社が居住者にごみの分別指導を行うことなどが定められている。 

 

＜入居時に配布しているチラシ（札幌市）＞ 

 
 （出典）札幌市ホームページ 
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＜参考＞ 

京都市 ～「しまつのこころ条例」に基づく事業者によるＰＲ～ 

 

 平成 27 年 10 月に改正（施行）した「京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関す

る条例（しまつのこころ条例）」においては、物品の小売に伴って生じる廃棄物の  

発生抑制への取り組みとして、購入者への周知が事業者に義務付けられており、  

京都市ホームページを通じて、店舗用のＰＲツールが提供されている。 

 

＜店舗用ＰＲツール（京都市）＞ 

 
（出典）京都市ホームページ  

 

市川市が提供している店頭表示用ＰＯＰ 
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（２）ごみ集積所管理の強化 

 

 排出ルールに違反したごみが排出されにくいごみ集積所とするとともに、  

ルール違反ごみが排出された場合に啓発・指導をしやすい環境づくりを進める 

ため、ごみ集積所の設置及び管理のあり方や関係者の役割の見直しを図っていく。 

 

① 集合住宅におけるごみ集積所の敷地内への設置の義務化の検討 

集合住宅の新築時においては、原則として市川市宅地開発条例に基づいて 

敷地内に集合住宅専用の集積所が設置されるが、既存の集合住宅の一部や条例

の適用を受けない小規模の集合住宅においては、敷地内に専用のごみ集積所が

設置されておらず、近隣の戸建住宅などと共用で道路上のごみ集積所を利用し

ているケースがある。 

不適正排出対策に関するごみ集積所の調査結果によると、賃貸の集合住宅が

利用するごみ集積所での排出ルール違反が多い傾向にあり、また、路上等の 

敷地外に設置された集積所における不適正排出は周辺環境への影響が大きい

といった問題がある。 

このため、例えば既存の集合住宅が利用する路上等のごみ集積所において、

不適正排出が改善されない場合には、集合住宅の管理責任の明確化と周辺環境

への配慮の観点から、既存のごみ集積所から分離して、集合住宅専用のごみ 

集積所を敷地内へ設置することについて義務化することなどを検討する。 

 

② 集合住宅の所有者等（管理者を含む）の役割の明確化と連携の強化 

不適正排出対策に関するごみ集積所の調査や、これまでに実施した個別の 

ごみ集積所の利用者等への指導・啓発の結果、集合住宅の所有者や管理者が 

入居者に対して、集積所や掲示板等に貼紙をするなど、基本的な排出ルールを

周知する対策を実施した場合、排出状況が改善しやすいことが確認されている。 

また、集合住宅の所有者（貸主）、管理組合、管理業者等は、周辺環境の   

保全上、所有又は管理する物件（敷地・建物等）を適正に管理することが求め

られるほか、入居者に対しては、管理物件の使用上の注意や指導を行うことも

可能な立場にあると考えられる。 

そこで、集合住宅の所有者や管理者との連携を強化し、基本的な排出ルール

を周知するためのツールや、適正な排出が確保されている模範的な集積所につ

いての情報を管理者等に提供することで各集積所の適正な管理を促進する。 

また、集合住宅の所有者や管理者の責任や役割について、条例への規定など

による明確化を図ることを検討する。 
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＜参考＞ 

札幌市 ～集合住宅のごみステーションの敷地内への設置～ 

 

 ごみステーションを共同住宅と戸建住宅で共用している場合に、ごみ出しマナーを

めぐる様々な問題に関する意見が多かったことから、住戸を 6戸以上有する集合住宅

（新築）はステーションの敷地内設置を要することとしている。 

また、既存の集合住宅についても、近隣住民とごみステーションを共用するうえで

良好な関係を保持できなくなった場合には、敷地内へ専用のごみステーションを移設

することを要綱で定めている。 

 

○札幌市ごみステーションの設置及び清潔保持に関する要綱（抜粋） 

（既存共同住宅に係るごみステーションの設置） 

第 12 条 共同住宅の所有者等は、当該共同住宅の居住者が近隣に居住する市民とごみス

テーションを共用するうえで良好な関係を保持するよう努めなければならない。 

2 共同住宅の居住者によって継続して不適正排出がなされる等により近隣に居住する市

民とごみステーションを共用するうえで良好な関係を保持できなくなったと当該住所

地を所管する清掃事務所長が認める場合は、当該共同住宅の所有者等は別にごみステー

ションを設置しなければならない。 

3 前項の場合におけるごみステーションの設置場所は当該共同住宅の敷地内とする。ただ

し、敷地の状態等により敷地内にごみステーションを設置することができないと当該住

所地を所管する清掃事務所長が認める場合は、当該共同住宅の敷地の周辺にごみステー

ションの位置を決めるものとする。 

4 ごみステーションを敷地内に設置する場合は第17条から第19条までに定める基準に従

い、敷地の周辺にごみステーションの位置を決める場合は第 6 条及び第 7 条に定める

基準に従わなければならない。 

 

（基本事項） 

第 17 条 共同住宅の敷地内にごみステーションを設置する場合には、次の各号に掲げる

事項を遵守しなければならない。 

⑴ 設置予定区を所管する清掃事務所長と事前協議を行うこと。 

⑵ 原則として 1 棟につき 1 箇所のごみステーションを敷地内に設置すること。 

⑶ 隣接する敷地に共同住宅がある場合、所有者間の合意があれば、いずれかの敷地内に、

まとめて 1 箇所のごみステーションを設置することができる。 

⑷ 容積は 1 住戸につき 60 リットルを基準とする。 

⑸ ごみステーション以外の用途と共用しないこと。 

2 大型ごみの排出場所は、ごみステーションとは別に、原則として、道路に接する 

敷地内に設けること。 
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＜参考＞ 

京都市～共同住宅所有者等の責任の明確化と管理支援～ 

 ごみ減量をさらに進めるため、共同住宅の所有者・管理者に対して、居住者にごみ

の分別や発生抑制などに関する情報提供や啓発を行うことを義務付けている。 

 また、ホームページには、共同住宅管理者向けの周知ツールを掲載している。 
 

 

＜共同住宅用周知ツール（京都市）＞ 

  

○京都市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例（抜粋） 

(共同住宅等における廃棄物の発生抑制等) 

第 16 条 共同住宅等(一戸建ての住宅以外の住宅(長屋を除く。)をいう。以下同じ。)の所有者(そ

の委託を受けて当該共同住宅等を管理する者がある場合にあっては，当該者)は，その居住者に

対し，本市と連携して，再生利用可能廃棄物の分別その他の本市における廃棄物の発生抑制等

に関する取組について周知するとともに，当該居住者により当該取組が適切に実施されるため

に必要な啓発を行わなければならない。 

2 共同住宅等を新築しようとする者(その委託を受けて新築に係る共同住宅等を管理しようとす

る者がある場合にあっては，当該者)及び既存の共同住宅等の所有者の委託を受けて当該共同住

宅等を新たに管理しようとする者は，別に定めるところにより，前項の規定による周知の方法

その他市長が必要と認める事項を市長に届け出なければならない。 

(改善勧告及び公表) 

第 18 条 市長は，次の各号に掲げる者が，それぞれ当該各号に掲げる規定に違反していると認め

るときは，当該者に対し，必要な措置を講じるよう勧告することができる。 

～中略～ 

(4) 共同住宅等の所有者又はその委託を受けて当該共同住宅等を管理する者 第 16条第 1項 

(5) 共同住宅等を新築しようとする者又はその委託を受けて新築に係る共同住宅等を管理し

ようとする者及び既存の共同住宅等の所有者の委託を受けて当該共同住宅等を新たに管理し

ようとする者 第 16条第 2項 

(6) 第 16 条第 2項の規定により届出をした者 同条第 3項 

2 市長は，前項の規定により勧告を受けた者が当該勧告に従わなかったときは，その旨を公表す

ることができる。 



８ 

２．ルール違反ごみへの対応の厳格化 

 

 排出ルールに違反したごみや、悪質なルール違反者に対しては、排出ルールを

遵守して適正に排出する市民との間の公平性を確保することや、排出ルール違反

を繰り返すことを抑止するため、対応の厳格化を図っていく。 

 

（１）ごみの取り残し（収集しない）の徹底 

基本的な排出ルールの遵守を排出者に促すため、ルール違反ごみについては、

今後も継続して取り残しを徹底していく。 

なお、取り残しは、排出者に基本的な排出ルールに違反していることを周知し、

適正な排出を促すために行うものであることから、ごみ集積所への掲示や取り 

残すごみ袋へ貼る注意シールについては、分かりすいものとする。 
 

（留意事項） 

○取り残しによる生活環境等への影響 

ごみの取り残しによって、悪臭、散乱等による周辺の生活環境や交通安全へ

の影響が想定されるため、原則として取り残しを徹底するものの、生ごみの  

腐敗が進みやすい夏期や路上のごみ集積所の設置場所によっては、生活環境の

保全や通学路の安全確保などについて留意して対応する。 

 

（２）ルール違反を繰り返す排出者への指導・罰則制度の検討 

排出ルール違反の多いごみ集積所においては、ルール違反ごみの開封調査に 

よる排出者の特定に努め、個別の排出指導を強化する。 

また、基本的な排出ルールの違反が繰り返される場合も想定されることから、

悪質なルール違反者に対する指導・罰則等の制度化について検討する。 

なお、指導・罰則制度の目的は、排出ルールを遵守してもらうことや違反の  

抑止効果を期待するものであり、罰則を課すことを主な目的とするものではない

が、最終的に罰則の適用が必要なケースも想定されるため、罰則規定についても

検討に含めることとする。 
 

（留意事項） 

○排出者特定のための開封調査におけるプライバシーへの配慮 

ルール違反ごみの排出者への啓発や指導、罰則適用の前提として、排出者を

特定するためにごみの開封調査を実施する必要がある。この際、個人情報を  

取扱うことになるため、市民の安心が得られるよう実施方法に配慮が必要で 

ある。  
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＜参考＞ 

 

千葉市 ～ごみの分別・排出ルール違反への指導・罰則制度～ 

 

 分別・排出状況の悪いごみ集積所において、ルール違反ごみを調査し、排出者を

特定して、訪問指導等を行う制度を平成 23年 4月 1日から運用している。 

 なお、ルール違反のごみの開封調査は市職員が個人情報の保護に留意して行うこ

ととしている。 

 

指導・罰則制度の流れ 

 

 

 

 

 

 

※過料 ２千円   

 

調査・指導件数（平成 25年度） 

区分 件数 

調査ごみステーション数（延べ） １４，８６５箇所 

開封調査したルール違反ごみ ５，３４２ 件 

排出者を特定した件数 ６７６ 件 

戸別訪問指導件数 ９９ 件 

文書指導件数 ４４５ 件 

 

（出典）千葉市清掃事業概要 
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○千葉市廃棄物の適正処理及び再利用等に関する条例（抜粋） 

(廃棄物の排出) 

第 20 条の 2 占有者等は、一般廃棄物処理計画に定める分別の区分及び排出方法に従い、家庭

系廃棄物を排出しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、こ

の限りでない。 

2 事業者は、一般廃棄物処理計画に定める分別の区分及び排出方法に従い、事業系一般廃棄

物を一般廃棄物処理計画に定める排出場所に排出しなければならない。 

(改善勧告及び命令等) 

第 20 条の 3 市長は、占有者等が前条第 1項の規定に違反して一般廃棄物処理計画に定める分

別の区分及び排出方法に従わずに家庭系廃棄物を排出していると認めるときは、当該占有者

等に対し、改善その他必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

2 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が、当該勧告に従わないときは、その者に対し、

当該勧告に従うべきことを命ずることができる。 

3 市長は、事業者が前条第 2 項の規定に違反して事業系一般廃棄物を排出していると認める

ときは、当該事業者に対し、改善その他必要な措置を講ずるよう勧告することができる。 

4 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が、当該勧告に従わないときは、その者に対し、

当該勧告に従うべきことを命ずることができる。 

5 市長は、前項の規定による命令を受けた者が、当該命令を受けた日から 1 年以内に、前条

第 2項の規定に違反して事業系一般廃棄物を排出したときは、規則で定めるところにより、

その旨を公表することができる。 

（罰則） 

第 55 条 第 20 条の 3 第 2 項又は第 4 項の規定による命令を受けた日から 1 年以内に、第 20

条の 2第 1項又は第 2項の規定に違反した者は、2千円以下の過料に処する。 
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